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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

第39期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 6,153,940 1,704,920 9,115,964

経常利益（千円） 1,064,058 30,290 2,057,804

四半期（当期）純利益または

四半期純損失（△）（千円）
750,871 △28,222 1,426,461

純資産額（千円） ― 8,738,275 8,746,167

総資産額（千円） ― 10,874,685 11,578,706

１株当たり純資産額（円） ― 428.95 429.34

１株当たり四半期（当期）純利益

金額または１株当たり四半期純損

失金額（△）（円）

36.86 △1.39 70.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） ― 80.4 75.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
779,881 ― 1,566,989

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△864,575 ― △1,447,517

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△364,230 ― △334,027

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― 2,303,381 2,792,447

従業員数（人） ― 263 240

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第39期及び第40期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため、第40期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

の金額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 263  

　（注）　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 161  

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（千円）

電子基板用薬品 610,540

　（注）１　金額は製造原価によっております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

受注金額（千円） 受注残高（千円）

電子基板用機械 11,401 88,826

　（注）１　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　電子基板用薬品は、需要予測による見込み生産方式を採っており、受注生産は行っておりません。

(3）販売実績

区分

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（千円）

電子基板用薬品 1,524,275

電子基板用機械 25,792

電子基板用資材 150,816

その他 4,035

合計 1,704,920

　（注）１　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　以下は、当社グループの財政状態および経営成績に関連する記載です。文中の将来に関する事項は、四半期報告書

提出日(平成21年２月13日)現在において判断しております。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界的な金融・資本市場の混　　　

乱の影響を大きく受け、急激な円高と株安の進行で企業業績が急速に悪化する中、個人消費や企業の設備投資が減

少し、これまでにない景気の急減速感が強まってまいりました。

　エレクトロニクス業界は、法人需要に加えて、個人消費マインドの悪化により、情報家電や車載機器、薄型テレビ等

の落込みが激しく、これらの根幹部品である電子基板の生産縮小が進んでおり、当社を取巻く経営環境も一段と厳

しさを増しております。

　このような状況の中で、当社グループは電子基板用薬品の新製品開発とその販売拡大に注力いたしました。特許は

当第３四半期連結会計期間に11件出願いたしました。販売面では、中国市場を中心とする汎用電子基板向け薬品の

販売拡大に注力いたしました。

　しかしながら、電子基板業界の急速な生産調整や設備投資抑制の影響が大きく、当第３四半期連結会計期間の連結

売上高は、17億４百万円、営業利益は１億92百万円、経常利益は30百万円、四半期純損失は28百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

日本

　日本の電子基板市場は、高密度電子基板を中心として生産縮小が進んでおり、急速な生産調整と設備投資抑

制となりました。このような環境の中、当社は汎用電子基板用薬品の販売に注力したものの、既存製品の販売

が減少いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は７億81百万円、営業損失は19百万円となりました。

アジア

　アジア全体ではパッケージ基板分野以外の韓国勢は稼働率が上がらず、またウォン安で韓国産薬品への切

り替えが進みましたが、中国で多層電子基板の生産量が増加したことにより、薬品販売が増加いたしました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は７億89百万円、営業利益は３億26百万円となりました。

ヨーロッパ

　ヨーロッパではスペインやフランスの電子基板市場が平成19年に引き続き縮小いたしました。一方、ドイ

ツ、スイス、オーストリアは比較的好調でありました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は１億33百万円、営業利益は３百万円となりました。

その他

　米国は、市場の空洞化が進行しているため、当社子会社のMEC USA SPECIALTY PRODUCTS INC.は平成14

年４月１日から営業を休止しております。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は第２四半期連結会計

期間末に比べ6億47百万円減少し、23億3百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は1億1百万円となりました。これは主に仕入債務の減少が3億18百万円あったこ

と、法人税等の支払いが2億38百万円あったこと等により資金が減少しましたが、資金の増加要因として売上債権

の減少が2億80百万円あったこと、投資有価証券評価損が1億10百万円あったこと等により資金の減少が一部相殺

されたことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は3億37百万円となりました。これは主に定期預金の預入が純額で2億81百万円

あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1億61百万円となりました。これは配当金の支払いが1億61百万円あったことに

よるものであります。
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(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

  会社の支配に関する基本方針

①　基本方針の内容

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する目的を持って当社株式を大量に取得するための株式買

付けが行われる場合は、これに対する諾否は、基本的には個々の株主の判断に基づいて行われるべきものと考え

ております。従って、経営支配権の移動による企業活動の活性化の意義または効果につきましても、何ら否定する

立場にはありません。

しかしながら、もっぱら高値での売り抜け等不当な目的を持った買収者により会社買収が行われるような場合

には、株主を始めとする各ステークホルダーの利益を守るため、企業価値の毀損の防止を図ることが当社取締役

会の責務であると認識しております。このため、株式の大量取得を目的とする買付けまたは買収提案に際しては、

買付者の事業計画の内容のほか、過去の投資行動等も考慮のうえ、その買付けまたは買収提案が当社の企業価値

および株主共同の利益に与える影響を十分検討し、取締役会としての判断結果を株主に開示する必要があるもの

と考えております。

現在のところ、当社が把握している限り、当社株式の大量買付け等による具体的な脅威は生じていないものと

思われ、また、当社としてそのような場合に備えての具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定める

ことは行っておりません。ただし、株主から負託を受けた取締役会の責務において、当社株式の売買取引や株主異

動の状況を注視するとともに、コンティンジェンシー・プラン（買収対応マニュアル）を整備し、株式の大量取

得を企図する者が現れた場合には、社外専門家を交えて当該買収者の買収提案および事業計画等の評価を行い、

その買収提案または買付行為が当社の企業価値ならびに株主共同の利益に反すると判断したときは、対抗措置の

要否ならびにその具体的な内容を決定し、これを実施することがあります。　

なお、いわゆる「買収防衛策」の導入につきましても、今後の経営管理上重要な検討課題として認識しており

ますので、買収行為に係る法制度や社会動向等を注視し、検討を重ねて行く所存であります。　

②　取組みの具体的な内容　

ⅰ　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社では、上記基本方針の実現ならびに株主共同の利益に資するために次のような取組みを行っておりま

す。　

（イ）中期経営計画の推進による企業価値の向上　

a 世界主要市場における販売力の強化　

b 最先端基板から汎用基板用途までの製品ラインナップの充実・強化　

c 環境負荷低減によるビジネスチャンスの拡大 等　

（ロ）株主への積極的な利益還元、持続的成長のための中長期投資　

a 連結配当性向30％を中期的目標として利益を積極的に株主還元　

b 売上高の10％以上を研究開発費に先行投資　

c 世界各市場の需要に即応し、世界同一品質を実現する生産設備投資　等　

（ハ）コーポレートガバナンス強化のための多様な取組み　

a 執行役員制の導入、取締役会のスリム化　

b 社外取締役の招聘、指名報酬諮問委員会の設置　

c 取締役任期を１年に短縮　

d 役員報酬制度の改善（退職慰労金廃止、株式報酬・利益連動報酬の導入）　等　

ⅱ　基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み　

該当事項はありません。

③　前号の取組みに関する取締役会の判断およびその理由　

前号ⅰの各取組みにつきましては、当社の企業価値および株主共同の利益を持続的に向上させるために実施

しているものでありますので、当社取締役会として、いずれも次の各要件に該当するものと判断しております。

　

ⅰ　第１号の基本方針に沿うものであること。　

ⅱ　株主共同の利益を損なうものではないこと。　

ⅲ　当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと。　

(4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、200,380千円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し
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当社グループの利益構造は、連結売上高の約９割を占めている電子基板用薬品の販売に大きく依存しておりま

す。したがいまして、経営成績に重要な影響を与える要因として以下の内容を認識しております。

　　　①　電子基板の高密度化

　当社の電子基板製造用薬品は、配線パターンの高密度化に対して高い優位性を有しております。特に銅表面処理

剤のＣＺシリーズは半導体を実装するパッケージ基板等の高密度基板市場において高シェアを獲得しており、同

製品は現在当社の主要な収益源となっております。最近のデジタル機器動向は、より高性能化が進んでおり、高密

度電子基板市場は拡大傾向にあります。当社が予測した高密度電子基板市場動向が予想と異なった変化を示す場

合においては、当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

　　　②　中国の電子基板市場

　中国は、汎用電子基板の製造拠点として市場が急拡大しております。そのため当社グループは、平成13年10月に

蘇州市と平成14年12月には珠海市に電子基板製造用薬品の製造・販売の子会社を設立し、同国における販売強化

に注力しております。しかしながら、中国市場における当社の電子基板製造用薬品販売予測が変動した場合は、経

営成績に重要な影響を与える可能性があります。

　　　③　電子基板製造用薬品の新製品

　当社は、従業員の約３分の１を研究開発人員としており、薬品の新製品開発を最重要事項と位置づけておりま

す。薬品の開発テーマに関しては、市場動向や顧客の意向などに基づき慎重に予測しておりますが、これらが変動

した場合は経営成績に影響を与える可能性があります。

　　　④　電子機器の販売動向

　当社の製品は、電子基板製造に使用されております。電子基板は、電子機器であるパソコンや携帯電話、薄型テレ

ビ、自動車等の電子機器に必要な電子部品であります。そのため、これら電子機器の販売状況が変動した場合は、

経営成績に影響を与える可能性があります。

　当社グループの経営戦略の現状と見通しは以下のとおりであります。

世界の電子基板業界では、中国を中心に東・東南アジアへの生産拠点の集中傾向が進み、従来の主要市場である　

日・欧・米の基板製造者の間では生き残りを賭けた企業間競争が激化しております。このような状況下において、

当社グループとしては以下の内容を重点的な戦略として捉えております。

①　高密度電子基板市場拡大の対応

ＣＺシリーズは、高密度電子基板として代表的なパッケージ基板製造において銅と樹脂との密着を向上させる

超粗化剤として独占的な市場占有率を得ております。

現在、デジタル情報家電の機能が拡大するなか、電子基板の密度を上げるためパッケージ基板と同様に銅配線

の微細化が急速に進んでおります。そのため、当社グループはパッケージ基板以外の市場においてもＣＺシリー

ズの販売を積極的に展開しており、さらに微細化が進むにつれて、現在の配線パターン製造工法では限界があり

ます。そのため電子基板業界では、新たな工法を採用する動きが活発化されると思われます。このトレンドに対応

するため銅箔の厚さを調節できるＨＥシリーズとニッケルクロムを除去するＣＨシリーズを販売しております。

今後の電子基板市場は超微細パターンを有する高密度電子基板市場が拡大することは確実であり、技術的競争

力の高いＣＺ、ＨＥ、ＣＨシリーズの販売拡大を目指してまいります。

②　汎用多層電子基板向け薬品の拡販

当社グループは市場規模が高密度電子基板より大きい汎用多層電子基板で競合他社に対して占有率が低い状

態に留まっております。汎用多層電子基板市場において売上を拡大するためにＢＯシリーズを開発いたしまし

た。ＢＯシリーズの最大の特徴は環境対応材料で競合他社製品より銅と樹脂との密着強度が高いことにありま

す。環境対応材料とは、電子基板に使用される絶縁材のハロゲンフリー樹脂のことであり、近年使用領域が拡大し

ております。当社はこのハロゲンフリー樹脂を使用する汎用多層電子基板をターゲットとしてＢＯシリーズを開

発し、確実に成果を上げております。今後、環境問題を追い風とし有力顧客への採用に向け当社グループ一丸で取

り込んでいきます。
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③　海外各市場の有力顧客の獲得

日本国内の電子基板市場において当社は顧客の問題を解決する企業として確固たる地位を築いていると確信

しております。さらに日本電子基板業界の今後の動向は、超微細パターンを有する高密度電子基板市場が拡大す

るため、薬品の強みがより一層発揮されていくものと確信しております。

しかしながら、海外においてはいまだ顧客の獲得が十分ではなく、市場占有率が低い状況に留まっております。

この理由としては、海外では配線パターンが日本ほど微細ではない汎用電子基板が主流であることと、当社グ

ループの販売力が海外で十分に発揮できていないことであると自覚しております。

そのため当社グループでは、海外の電子基板市場で競争力の発揮できる薬品の開発と販売の強化に努めており

ます。

薬品の開発としては、価格競争力のある銅表面処理剤の新製品を開発し、販売を開始しております。また、営業

面では海外拠点に当社の研究開発経験者を配置し、海外顧客の問題解決に役立つ企業として日本と同様な地位を

確立していく所存であります。

(6）経営者の問題意識と今後の方針について

　米国金融危機に端を発する不況は、昨年秋頃からアジアの実体経済にも甚大な影響を与えており、平成21年に入っ

てもなお混迷の度を深めております。

　当社の事業領域においても、パソコン、携帯電話、薄型テレビ、車載機器等全分野にわたり想定を遥かに超える需要

の減少が現実となり、当社製品に対する実需も日を追うごとに急激に冷え込む事態に至って、為替相場の動向も相

俟って今後の見通しが立て難い状況となっております。

　このような事業環境ではありますが、当社グループは最先端の技術開発力を駆使し、薬品プロセスの効率化による

原価低減、環境負荷抑制を図るとともに、世界市場に対応したグループのネットワークを充分に活用することによ

り新製品を中心に新規受注を図りつつ、収益力強化に努めてまいります。

　さらに中長期的には、環境・エネルギー、多様な生活スタイルを支えるＩＴ、電気自動車等の大きな伸張が予想さ

れ、これらに搭載される高密度、高信頼度の電子基板製造に必要な高品質の薬品プロセスを提供すべく、製品開発体

制、生産体制の一層の強化と、販売サービスネットワークの拡充を継続してまいります。

EDINET提出書類

メック株式会社(E01054)

四半期報告書

 8/26



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設につい

て重要な変更があったものは、次のとおりであります。

　

　兵庫県尼崎市において当社が建設する予定である事務所、工場、研究所の完了予定年月は当初予定の平成23年３

月から平成24年３月に変更いたしました。詳細は、以下のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円) 着手 完了

当社本社
兵庫県

尼崎市

電子基板

資材

事務所

工場

研究所

4,000 232

自己資金

および

借入金

平成20年

　８月

平成24年

　３月

開発力

向上

生産能力

向上

　（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 20,371,392 20,371,392

東京証券取引所市場第一部

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・マー

ケット-「ヘラクレス」）

単元株式数

100株

計 20,371,392 20,371,392 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 20,371,392 ― 594,142 ― 446,358

（５）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社から平成20年12月19日付の

変更報告書の写しの送付があり、平成20年12月15日現在で809,500株を保有している旨の報告を受けております

が、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

なお、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の変更報告書の写しの内容は以下のとおりでありま

す。　

保有者　　　　　　　　　　　　　　　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社

住所　　　　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区丸の内２丁目７番３号

保有株券等の数　　　　　　　　　　　株式　809,500株

株券等保有割合　　　　　　　　　　　3.97％
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）  普通株式 20,369,700 203,697 単元株式数 100株

単元未満株式 普通株式　　　1,692 ―
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 20,371,392 ― ―

総株主の議決権 ― 203,697 ―

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権9個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ― ― ―

 計 ― ― ― ― ―

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 921 958 1,006 872 931 907 735 548 380

最低（円） 722 833 760 741 792 667 393 369 274

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,687,397 3,667,056

受取手形及び売掛金 2,104,342 2,654,855

有価証券 50,000 50,000

商品及び製品 329,211 245,230

原材料及び貯蔵品 271,433 251,024

繰延税金資産 94,622 125,916

未収還付法人税等 99,150 －

その他 60,921 66,793

貸倒引当金 △15,572 △14,295

流動資産合計 6,681,505 7,046,582

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,798,507 2,582,617

減価償却累計額 △1,306,685 △1,244,493

建物及び構築物（純額） 1,491,822 1,338,124

機械装置及び運搬具 1,507,999 1,409,265

減価償却累計額 △1,023,120 △970,203

機械装置及び運搬具（純額） 484,878 439,062

工具、器具及び備品 546,061 540,761

減価償却累計額 △377,258 △339,938

工具、器具及び備品（純額） 168,803 200,822

土地 1,238,162 1,286,750

建設仮勘定 243,220 280,856

有形固定資産合計 3,626,886 3,545,615

無形固定資産

のれん 15,877 20,872

その他 51,908 57,589

無形固定資産合計 67,786 78,461

投資その他の資産

投資有価証券 358,065 656,440

その他 165,259 261,277

貸倒引当金 △24,817 △9,672

投資その他の資産合計 498,507 908,046

固定資産合計 4,193,180 4,532,123

資産合計 10,874,685 11,578,706
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 635,236 999,500

短期借入金 480,000 480,000

未払金 224,886 332,821

未払費用 43,428 85,778

未払法人税等 132,349 298,856

賞与引当金 71,987 154,752

その他 168,858 99,636

流動負債合計 1,756,747 2,451,345

固定負債

繰延税金負債 259,803 270,936

退職給付引当金 10,202 －

その他 109,657 110,256

固定負債合計 379,663 381,193

負債合計 2,136,410 2,832,538

純資産の部

株主資本

資本金 594,142 594,142

資本剰余金 446,358 446,358

利益剰余金 7,887,744 7,503,558

自己株式 △47 △47

株主資本合計 8,928,198 8,544,011

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △37,706 94,013

為替換算調整勘定 △152,216 108,143

評価・換算差額等合計 △189,923 202,156

純資産合計 8,738,275 8,746,167

負債純資産合計 10,874,685 11,578,706
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 6,153,940

売上原価 2,473,841

売上総利益 3,680,098

販売費及び一般管理費 ※1
 2,490,328

営業利益 1,189,770

営業外収益

受取利息 28,399

受取配当金 13,465

設備賃貸料 10,695

その他 11,280

営業外収益合計 63,840

営業外費用

支払利息 4,320

投資有価証券評価損 110,063

為替差損 62,179

設備賃貸費用 1,620

その他 11,369

営業外費用合計 189,552

経常利益 1,064,058

特別利益

固定資産売却益 426

保険解約返戻金 100,909

特別利益合計 101,335

特別損失

固定資産売却損 54

固定資産除却損 4,544

減損損失 18,193

特別損失合計 22,791

税金等調整前四半期純利益 1,142,602

法人税等 ※2
 391,731

四半期純利益 750,871
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 1,704,920

売上原価 756,220

売上総利益 948,700

販売費及び一般管理費 ※1
 755,885

営業利益 192,815

営業外収益

受取利息 7,678

受取配当金 5,306

設備賃貸料 4,482

その他 4,694

営業外収益合計 22,162

営業外費用

支払利息 975

投資有価証券評価損 110,063

為替差損 70,978

設備賃貸費用 △207

その他 2,877

営業外費用合計 184,686

経常利益 30,290

特別利益

固定資産売却益 △20

特別利益合計 △20

特別損失

固定資産売却損 △1

固定資産除却損 1,268

減損損失 6,086

特別損失合計 7,353

税金等調整前四半期純利益 22,916

法人税等 ※2
 51,139

四半期純損失（△） △28,222
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,142,602

減価償却費 277,625

減損損失 18,193

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,932

賞与引当金の増減額（△は減少） △82,764

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,202

受取利息及び受取配当金 △41,865

支払利息 4,320

保険解約返戻金 △100,909

投資有価証券評価損益（△は益） 110,063

売上債権の増減額（△は増加） 479,309

たな卸資産の増減額（△は増加） △132,936

仕入債務の増減額（△は減少） △300,598

その他 △97,958

小計 1,302,216

利息及び配当金の受取額 41,111

利息の支払額 △5,228

法人税等の支払額 △558,218

営業活動によるキャッシュ・フロー 779,881

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,456,389

定期預金の払戻による収入 889,132

有形固定資産の取得による支出 △489,787

有形固定資産の売却による収入 19,119

無形固定資産の取得による支出 △6,940

投資有価証券の取得による支出 △15,408

投資有価証券の売却による収入 1,127

保険積立金の解約による収入 214,394

長期前払費用の取得による支出 △21,033

その他 1,209

投資活動によるキャッシュ・フロー △864,575

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 280,000

短期借入金の返済による支出 △280,000

配当金の支払額 △364,230

財務活動によるキャッシュ・フロー △364,230

現金及び現金同等物に係る換算差額 △40,141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △489,066

現金及び現金同等物の期首残高 2,792,447

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,303,381
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

会計処理基準に関する事項

の変更

（1）重要な資産の評価基準および評価方

法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法に

よる原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）が適用さ

れたことに伴い、主として総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

（2）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号　平成18年５月17日）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありま

せん。

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　繰延税金資産及び繰延税金

負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ましては、前連結会計年度末以降に経営環

境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められ

る場合には、前連結会計年度決算において

使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっており、前

連結会計年度末以降に経営環境等に著しい

変化があるか、または、一時差異等の発生状

況に著しい変化が認められた場合には、前

連結会計年度決算において使用した将来の

業績予測やタックス・プランニングに当該

著しい変化の影響を加味したものを利用す

る方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使

用する方法によっております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を４～１２年

としておりましたが、第１四半期連結会計期間より４～１

０年に変更いたしました。 

　この変更は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況

等を見直したことによるものであります。 

　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

研究開発費  614,479千円

給料・賞与 578,011千円

荷造・運搬費 340,506千円

賞与引当金繰入額 31,237千円

※２　法人税等の表示方法

　当第３四半期連結累計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処

理により計算しているため、法人税等調整額は、法

人税等に含めて表示しております。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

研究開発費  200,380千円

給料・賞与 233,203千円

荷造・運搬費  92,654千円

賞与引当金繰入額 31,237千円

※２　法人税等の表示方法

　当第３四半期連結会計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処

理により計算しているため、法人税等調整額は、法

人税等に含めて表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定   3,687,397千円

有価証券勘定 50,000千円

　計 3,737,397千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,434,015千円

現金及び現金同等物 2,303,381千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　20,371,392株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　33株

３．配当に関する事項

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月21日

取締役会
普通株式 203,713 10 平成20年３月31日 平成20年６月９日 利益剰余金

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 162,970 8 平成20年９月30日 平成20年12月２日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）および

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　当社グループは電子基板資材事業関連製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属する薬品、機械装置およ

び研磨材等の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去または
全社(千円)

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
781,961 789,609 133,349 － 1,704,920 － 1,704,920

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高
182,957 35 － － 182,992 (182,992) －

計 964,919 789,644 133,349 － 1,887,913 (182,992) 1,704,920

営業利益

（または営業損失）
(19,037) 326,083 3,584 (535) 310,094 (117,278) 192,815

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去または
全社(千円)

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
3,144,288 2,477,998 531,653 － 6,153,940 － 6,153,940

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高
831,122 591 － － 831,714 (831,714) －

計 3,975,411 2,478,589 531,653 － 6,985,655 (831,714) 6,153,940

営業利益

（または営業損失）
576,634 975,302 41,179 (580) 1,592,535 (402,765) 1,189,770

　（注）　国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域

国または地域の区分の方法……地理的接近度によっております。

各区分に属する主な国または地域……アジア：台湾、香港、中国

欧州　：ベルギー

その他：米国
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 814,269 116,458 7,215 937,943

Ⅱ　連結売上高（千円）    1,704,920

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
47.8 6.8 0.4 55.0

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,601,664 482,887 28,935 3,113,488

Ⅱ　連結売上高（千円）    6,153,940

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
42.3 7.8 0.5 50.6

　（注）１　国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域

国または地域の区分の方法……地理的接近度によっております。

各区分に属する主な国または地域……アジア：台湾、香港、中国、シンガポール

欧州　：スペイン、ドイツ、イタリア

その他：米国、メキシコ

２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       428円95銭　　 １株当たり純資産額 429円34銭　

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   　36円86銭　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額   1円39銭　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が

ないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益または四半期純損失（千円） 750,871 △28,222

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益

または普通株式に係る四半期純損失（千円）
750,871 △28,222

期中平均株式数（株） 20,371,359 20,371,359

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　　平成20年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・162,970千円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・８円00銭

　（ハ）支払い請求の効力発生日および支払開始日・・・・・・・平成20年12月２日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月５日

メック株式会社

　  取　締　役　会　　御中 　

　  監査法人トーマツ 　

　
 指 定 社 員

 業務執行社員
　 　公認会計士 大　西　寛　文　　㊞

　
 指 定 社 員

 業務執行社員
　 　公認会計士 中　村　基　夫　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメック株式会社の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メック株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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